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1. はじめに
労働ないし雇用の問題はさまざまな学問分野にかかわりをもち，それぞれの
分野で固有の理論枠組を用いて研究が重ねられてきた。その中において経済学
とくに新古典派経済学はホモ・エコノミクスの人間像に立脚し，労働の需給を
きわめて単純化された形式合理的行動として描いている。労働にたいするこの
ような取り扱いは市場制度の発達した社会ではある程度正当なものといえるか
もしれない。しかし「労働を他の生命活動から切り離し市場の法則に従わせる
ということは，すべての有機的な生存諸形態を絶滅させ，それとは異質の，原
子論的，個人主義的組織に置き換えることであった。」1) というK.ポラニーの
指摘にふれるとき，新古典派的な単純化は市場社会のはらむ大きな緊張を視野
1) K. Polanyi, The Great Trans/ ormation, Rinehart, 1944 : 吉沢英成他訳『大転換』
東洋経済新報社， 1975,p. 223。
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から外していると感じざるをえない。
労働はその供給者である人と切り離すことができない2)。この不可分性ゆ
パーソン
えに雇用関係は単なる経済的交換関係としてではなく，多面的な機能をになっ
た社会的交換関係すなわちM.モースのいう「全体的社会現象」としてとらえる
べきものとなる a)。本稿は社会学的な接近法によって労働ないし雇用のもつこ
うした全体的性格を浮き彫りにし，同時にすべてを非人格的な市場交換の図式
にはめ込む新古典派的手法の限界を明らかにしようとする一つの試みである。
分析は基本的に筆者の前稿「家計活動の形態分析」4) の展開として行なわれ
るので，雇用をみる視点は雇われる側の家計ないしそこから出ている被雇用者
におかれる。雇用は家計と企業の相互行為 (interaction)によって形成される
関係であるが，本稿では家計をこの相互行為の主体にとり，企業は客体として
扱われる。
2. 仕事価値の四類型
雇用のもつ多面的な機能＝全体的性格は，人々が仕事にたいしてどのような
価値あるいは意味をみいだしているかを調べることによって明らかになる。
E.A. フリードマンとR.J. ハビガーストは五つの戦業集団について仕事及び
退職のもつ意味がどのように異なっているかを比較した。そのさい彼らは個々
人が自分の仕事に付与するさまざまな主観的「意味」を次表のような五つの客
観的「機能」によって類別している 5)。
2)この性質は通常の財にもみられないわけではない。たとえば未開社会における贈り物
はしばしば贈り主である人の一部であり， その者の霊を宿していると考えられてい
た。 M.Mauss, Sociologie et Anthropologie, Prsses Universitaires de France, 
1968: 有地亨他訳「社会学と人類学I」弘文堂， 1973,pp. 237-241。
3)経済的交換と社会的交換の概念についてはたとえば富永健一「社会体系分析の行為論
的基礎」『理論社会学」東京大学出版会， 1974,pp. 129-134をみよ。
4) 「関西大学経済論集」第24巻4・5号， 1975,pp. 31-48。
5) E. A. Friedmann and R. J. Havighurst, The Meaning of Work and Retirement, 
University of Chicago Press, 1954, p. 7 TABLE 1。
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表1 仕事の機能と意味の関係
仕事意味
a)最低限度の生活水準の維持
b)より高い水準あるいは集団標準の達成
2. 時間とエネルギーの消費 a)何らかのなすべきこと
b)日課をつくるあるいは時間を過ごす方法
3. 同 一 化と地位 a)自尊の源泉
アイデンテイフイケーション
b)他人からの認知あるいは尊敬をうる方法
c)役割の定義
4. 人間関係 a)友人関係
b)仲間集団関係
c)部下ー上司関係
5. 意義ある人生経験の源泉 a)人生に目的を与える
b)創造性；自己表現
c)新しい経験
d)他人への奉仕
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仕事は一定の時間とエネルギーの投入を必要とし，またしばしば場所的拘束
を伴う。従って，労働者の生活パターンは仕事がどのようなものであるかによ
って空間的・時間的・様式的に規定されることになる。これが表中の第 2の機
能の内容である。生活バターン規定の機能とでもいえば分かり易くなろう。他
の四つの機能については特に説明を要しないであろう。
雇用を，主体である労働者ないしその家計と客体である企業との間の相互行
為とみる立場からすれば，仕事にどのような価値（意味）をみいだすかという
ことは，雇用関係の中では客体としての企業に何を期待しうるかの確認つまり
客体の認知ないし類別の問題にほかならない。 T.パーソンズによると，一般
に客体の認知は普遍主義一個別主義 (universalism-particularism),遂行
ー資質 (performance-quality)の二つの軸で行なわれる。すなわち，主体
は客体を一般的な規準に従って取り扱うべきか（普遍主義），それとはかかわ
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りなく，客体が主体にたいしてもつ特定の関係にもとづいて取り扱うべきか
（個別主義）いずれかを優先しなくてはならない。さらに主体は客体をその業
績（遂行）でみるか，属性（資質）でみるかいずれかを優先しなくてはならな
ぃ6)。社員採用を例にとると，応募者をコネの有無にかかわりなく公平に取り
扱うか，コネのある者を優先するかは普遍主義一個別主義の軸に，学業成績を
重視するか，出身校のランクを重視するかは遂行ー資質の軸に（厳密ではない
が）ほぼ対応しているといえよう。ここでの文脈に即して客体を雇用主として
の企業に特定化するなら，普遍主義一個別主義は企業を自分が現に雇われその
中で一定の地位・識務についているという状況（それが仮設的なものであれ）
の中でみるのか（個別主義），自分にたいする特定の関係とは独立に一般的な
観点でみるのか（普逼主義）の対照であり，遂行ー資質は企業活動の時間的流
れ＝フローに注目するか（遂行），企業のもっている物的・人的・情報的・組
織的資源＝ストックに注目するか（資質）の対照である。
認知（類別）の軸をこのようにとらえたうえで先のフリードマン—ハヒ‘‘ガー
ストの研究の仕事価値（機能）項目をみていくと，各項目は認知の類型とかな
りはっきりした対応関係をもっていることが分かる。
(1)(2) 企業活動は労働者の「時間とエネルギーの消費」によって遂行され，． 
彼らに「所得」のフローをもたらす。「所得」「時間」「エネルギー」は共に特. . 
定の企業・地位・職務とは結びつかない普遍的概念である。． 
(3) 「同一化と地位」に関して問題になるのはどの企業のいかなる地位・職
務にあるかということである。それはまた，企業の物的・人的ストック（企業. . . .
規模等），情報的ストック（企業の暖簾等）及び組織的ストック（地位・職務．． のれん
等）にかかわっている。
6) T. Parsons and E. A. Shils (eds.), Toward a General Theory of Action, Harvard 
University Press, 1951 : 永井道雄他訳「行為の総合理論をめざして』日本評論社，
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1960, pp. 122-140。T.Parsons and N. J. Smelser, Economy and Society, Rou-
tledge & Kegan Paul, 1956 : 富永健一訳「経済と社会 1」岩波書店， 1958, pp. 53 
-61。
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(4) 、し「人間関係」にとっては企業の人的構成及び組織の型（共にストック概．． 
念）が重要である。これによってどのような友人関係，仲間集団関係そして上
下関係がつくられるかが規定されるからである。「人間関係」も特定の企業｀、
地位、職務と結びつかない普遍的概念である。実際，特定の企業に勤めている
・。・
から，あるいは特定の地位・職務についているから良い人間関係ができるとい
うわけではない。
(5) 「意義ある人生経験」は企業内での活動の遂行を通して得られるもので． 
あるが，その場合自分が具体的にどういう企業に勤め，あるいはどういう地位
・職務についているかが決定的な意味をもつ。
つまり，「所得」及び「時間とエネルギーの消費」は普遍主義と遂行，「同一
化と地位」は個別主義と資質，「人間関係」は普遍主義と資質，「意義ある人生
経験」は個別主義と遂行でそれぞれ特徴づけられるわけである（図 1)。もち
ろんどの仕事価値（機能）をとっても今あげた特性だけでなく，それと対をな
すほうの特性も何らかの程度もっていると考えられる。たとえば「所得」は企
業活動のフローを表わす普遍的な概念であるが，具体的にある人がどれだけの
企業を自己にたいする
関係とは独立にみる。
企業を自己にたいする
•関係の中でみる。
企業活動のフローもつストック
に注目
所 得
意義ある人生経験
時間とエネルギー の消費
人 間 関係 同一化と地位
（普遍主義） （個別主義）
図1 客体企業の認知と仕事価値（機能）の対応
??
??
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所得をうるかということになると，当該企業のストックや彼の地位・職務内容
が関係してくる。それゆえ上の対応づけ＝類型化はいわば第一次的な特徴にか
んするものである。
これまでのところでは労働者個人の仕事価値を論じてきたが，一家のかせぎ
手として家計を代理する立場にある労働者の場合，その仕事価値は家計を制約
し，かつ家計に制約されるのがふつうである。制約を受ける面でいえば，家族
構成やライフ・サイクルが仕事価値のウエイトづけのさい重要な決定因になる
であろうことは容易に想像できるし，制約を与える面では仕事価値の実現如何
は家族の物的・時間的生活バターン，価値観，社会的威信，交際の範囲と型等
に少なからぬ影響を及ぼすと考えられる。
3. 家計活動と職場活動
家計の活動はその構成要素である財（物財，関係財7)及び金融資産），時間，
エネルギーのインプット・アウトプットの様態によって類型化され，各類型は
家計の適応(A),目標達成(G),統合(I),緊張処理(L)という四つの機能のいずれか
に固有のかたよりを見せている。これが前稿「家計活動の形態分析」の論点で
あり，要約的に示せば図2のようになる。
職場生活は家庭外で営まれる家計活動の特殊な領域，いわば家計が企業の中
につくった島とみることができる。それならばさらに進んで，職場生活は家計
活動が企業空間へ写像された像であり，家計活動の各類型に対応する活動が職
場生活にも存在するとは考えられないだろうか。以下で図 2の類型区分に沿っ
てこの仮説を検討してみよう。
(1) A部門：家計活動の「労働」（曰五曰8))は職場においては賃金労働の
7)関係財とは，一定の社会的制度ないし組織のもとで物財に準じた形で所有や交換の対
象とされるようになった諸関係のことで，所属（メンバーシップ）， 地位， 資格，称
号，のれん，特許権，版権などがその例である。
8)以下曰五ヨ等の表示については図2の記号説明をみよ。
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A(適応）
労 働
1-1+1+1 
負 債
1-1°IO I 
休 養
IO 1+1-1 
給 養
1+1+1-1 
L(緊張処理）
記 号
I 財 1時 間 1エネル吋
＋：インプット
ー：アウトプット
0: インプット・アウトプットなし
a 
財の使用
l+l+I O I 
運 動
1°1+1+1 
e 
a. 
負の施動的贈与
1-1°1+1 
負の受動的贈与
1-1°1-1 
R, 
但し、
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G(目標達成）， 
成 長
l+l+l+I 
財の保有
l+I O IO I 
i 
g 
能動的贈与
l+I O l+I
受動的贈与
l+I O 1-
i 
I (統合）
エネルギーの消費
エネルギーの補充
緊張の発生
緊張の消滅
図2 家計活動の機能類型
形をとる。すなわちその場合のアウトプット財は生産されたものそれ自体では
なく労働というパーフォーマンス（業績）にたいする報酬としての賃金であ. .. . . . 
る。
一方，企業が労働者のクォリティ（属性）にたいして行なう支払いは「負. . . . 
債」 Cl.=il出）に対応している。扶養手当，住宅手当，貸付金等，付加給付
(fringe benefits)とよばれるものの多くはこの種の支払いである。
〔2〕 G部門：職場における「財の使用」（田五回）の主要な部分を占めるの
は生産用具の使用である。 A部門の「賃金労働」は「エネルギーと時間をイン
プットして賃金をアウトプットする活動」という普遍的な意味をもっていたか． 
ら， K.マルクスの用語を使えば抽象的人間労働のレベルでとらえた労働であ. . . . . .  
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るが,.[生産用具の使用」は特定の用具＝財を標示することによっ，て「賃金労
働」を具体的可用労働に個別化する活動範疇といえよう。. . . . -. . 
「成長」四由回）は子供R社会化など人的資本投資を意味するカテゴリーで
あったが，企業内で行なわれる教育：訓輝もそのひとつにほかならない。
「財の保有」•但五回）にかんru,ではまず，職場で労働者が物的な財を保有す
るケースは衣服などを除けばごく稀であることに気がつ-<-。しかしここでいう
「財」は金融資産を含むので，社内貯蓄や自社債•株の保有がこの類型にはい
ってくる。 さらに関係財を財の一種とみなしていることから，特定企業への
「所属」（社員の資格）やその中での「地位」，；「職務」なども保有の対象とな
る。これは「財の保有」がジンポifックな機能をもっという前稿での指摘9)と
も←致京る。・
-~........... 
I' 
「運動」也止国）は財の生産に直接結びつかないエネルギー消費であり，具
体酋:f;は組合活動·，・サ・ーク｛レ活動な凶があげらiれよう-~'.: これらの活動は通常
「財の使用」を伴っ:'.て行なわれる。
尚パ3部門の財のインプットは金融資産の保有を別として大部分が企業の手．．．，．．叫
で行なわれる点に注意しよう。自営的生産者であれば自らの主体的判断にもと
づいてなしうる財の投入が，雇用労働者の場合には企業に委託されているわけ
である。
〔3)・I部門：この部門は四つの贈与活動から構成されていた。雇用関係を
労働者と企業の相互行為としてとらえているいまの場合には，贈与の客体も企
業と考えるのが適切であり，個人は企業の代理人としてのみ客体になりうる。
では，労働者と企業の間にはどのような贈与関係がみられるであろうか。ま
ず，企業から労働者への物的・貨幣的給付はボーナスを含めてほとんどが制度
＼化され，一定の条件を満たす限り誰にでも普遍主義的に与えられるから，個別
主義や不確定性で特徴づけられる贈与のカテゴリーにはいるものはきわめて少
＼．・:・:・'. 
9) 箭掲繭文．：•（脚注 4) p; 44。
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ない。これにたいして企業内の関係財とくに地位の授受は贈与の性格が強い。
というのは，地位を求めて労働者が標準以上に仕事をし，あるいは上役に物を
贈ったとしても，いついかなる地位が与えられるかは予め確定しないのがふつ
うであり，また逆により大きな働きを期待して昇進させる場合も，実際の働き
ぶりは見てみなければ分らないからである。．．．．．．．．．．． 
次に労働者から企業に向かう物的・貨幣的贈与としては企業への寄付とか，9
代理人である上役への贈り物などがあげられる。一方，企業にたいして関係財
を贈るというケースは，スポーツ・文学・美術等の分野で著しい活躍をして自
分の勤める会社の名を広めるといった例もないわけではないが，特殊なものに
限られる。労働者の贈与の中心をなすものは忠誠の表現としての企業にたいす
る貢献，すなわち役割上の義務を超えるパーフォーマンス （労働贈与）であ
る。しかし貢献ないし超過パーフォーマンスといっても，実際には労働者の総
パーフォーマンスから分離して，ここから先が超過分だと示しうる場合は稀で
あり，多くの労働者にとって贈与労働と賃金労働は渾然一体をなしている。従
って労働に含まれるこの贈与的成分はそれ自体として意識されるというよりも
むしろ，企業からの贈与に換算された姿で，すなわち自己のパーフォーマンス
. . . . .  
に照らして当然得らるべき地位その他の贈与的報酬の水準として顕在化すると
考えられる。
この当然得らるべき水準（当然水準）と現実に企業から与えられる地位等の
水準（現実水準）を比べて後者の方が高ければ労働者は企業にたいしていわば
「借り」があり，逆の場合は「貸し」があることになるが，両方の水準とも変
動しうるので全体としての変動は次の四つのいずれかで表わされる。
① 借りの増加
② 貸しの増加
③ 借りの減少
④ 貸しの減少
貸借の増加は緊張を高め，減少は緊張を弱めるとみてよいから， ①～④は
37 
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1 部門の「負の能動的贈与」 Cヨ~).・「能動的贈与」但互回），「受動的贈与」
（口「負の受動的贈与」（曰回ヨ）にそれぞれ対応しているといえよう。
いま当然水準の方を固定して考えると，上の四つはG.C.ホマンズが分配的
公正 (distributivejustice) の成否に伴う感情的行動として示したものに一
致する10)。地位を例にとれば，自己の仕事ぶり（コスト）に見合った地位（報
酬）が与えられる場合を分配的公正にかなっているというのであるが，公正の
実現のいかんで人々は異なった感情的反応をみせる。
① -<t 借りの増加：従来よりも高くかつ当然水準よりも高い地位を与えら
れたため，分配的公正は労働者に有利な方向で失敗し，彼は罪の意識 (guilt)
を強める。
② -<t 貸しの増加：従来よりも低くかつ当然水準よりも低い地位を与えら
れたため，分配的公正は労働者に不利な方向で失敗し，彼は怒り (anger)を
強める。
③ -<t 借りの減少：従来よりも低いが当然水準を下回らない地位を与えら
れたため分配的公正に近づき，彼は罪の意識を弱める。
④ -<t 貸しの減少：従来よりも高いが当然水準を超えない地位を与えられ
たため分配的公正に近づき，彼は怒りを弱める。
ここで「怒り」や「罪の意識」は満足・不満足とは別の感情的反応であっ．．． 
て，経済学の扱う人間＝経済 人にはみられない反応であるということに注
... ・エコ,Iクス
意する必要があろう11)。言い換えると経済学は緊張の発生・消滅を伴う活動
類型，すなわちいまとりあげている四つの贈与及びのちにふれるシステムの生
成（回互ヨ）・解体（回互ヨ）を対象から除いているのである。
10)分配的公正については G.C. Homans, Social Be加砒加： Its Elementary Forms, 
Routledge & Kagan Paul, 1961, とくに pp.72-78をみよ。
11)この点については A.Heath, Rational Choice and Social Exchange : A Critiq匹
。ifE心加ngeT. 加ory,Cambridge University Press, 1976, とくに pp.48-50を
みよ。
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他方，当然水準ではなく現実水準の方を固定すれば，同じ四つのカテゴリー
はパーソンズが逸脱の四クイプとして示したものに一致する12)。やはり地位
を例にとると，
① -p 借りの増加：従来，当然水準よりも高い地位を与えられていたが，
当然水準を下げて一層その差を大きくした一ー撤退 (Withdrawal)。
@-P 貸しの増加：従来，当然水準よりも低い地位を与えられていたが，
当然水準を上げて一層その差を大きくした一ー反抗 (Rebelliousness)。
③ -p 借りの減少：従来，当然水準よりも高い地位を与えられていたが，
当然水準を上げて差を縮めた一ー強迫的遂行 (CompulsivePerformance)。
④ -p 貸しの減少：従来，当然水準よりも低い地位を与えられていたが，
当然水準を下げて差を縮めた一~強迫的黙従 (Compulsive Acquiescence)。
もちろん，ここで逸脱といっているのは社会的な制度化された規範からのそ
れではなく，自己に内部化された分配的公正の規範からの逸脱のことである。
〔4) L部門：職場における休憩と食事はそれぞれ「休養」（回ョョ）と「給
養」但五曰）に対応している。いわゆるインフォーマル・グループが顕在化す
るのは主にこの二つの活動類型においてであり，会話を中心的媒体として人間
関係が維持・形成される。
〔5) システムの生成と解体：家計の「生成」 （回亙ヨ）と「解体」（回回ヨ）
にあたるものは雇用契約の締結と解除である。雇用契約の締結によって労働者
は企業にたいして一定の義務を負うことになり，彼の緊張水準は契約前よりも
高まるであろう。契約の解除は逆に緊張水準を下げるであろう 18)。
以上によって職場生活は家計活動の各類型に対応する活動をすぺて含んでい
ることが明らかとなった。これを図にまとめれば次のようになる。われわれは
12) T. Parsons, T. 加 Social-System, Free Press, 1951 : 佐藤勉訳「社会体系論」青木
書店， 1974,pp. 251ー 261をみよ。
13)前稿では家計の生成を緊張の消滅（回回ヨ），解体を緊張の発生（国回ヨ）とみていた
が，本稿のように生成を緊張の発生，解体を緊張の消滅とみる方が適切であろう。
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A(適応） G(目標達成）
a ， 
賃金労働
生産用具の 企業内
使 用 教育・訓練
付加給付の
組合活動
社内貯蓄・
受け取り 地位等の
.e サー クル活動 保 有
i 
a. g 
企業からの 企業への貢
休 憩 地位等の 献等の「貸
「借り」の増捕 し」の増加
食 事
'「貸し」の 「借り」の
減 少 減 少
.e -i 
L(緊張処理） I (統合）
図3 職場生活における主要活動の機能的位置
雇用関係を家計の側から見ているので，この図におけるA,G, I, Lは家計
システムの機能要件であることに注意しよう。すなわち，労働者が職場におい
て行なう活動もまた家計の適応，目標達成，統合，緊張処理のいずれかに属す
る活動なのである。
4. 職場活動と仕事価値
上でA,G, I, L各部門に配置された活動群をみていくと，それぞれが2.
において示した四類型の仕事価値ないし機能のいずれか一つと特に強く結びつ
いていることが明らかになる。
まず， A部門の賃金労働と付加給付は「所得」の源泉であり，かつ賃金労働
は「時間・エネルギー消費」の主要部分を占めている。
「意義ある人生経験（創造性の発揮，新しい経験，他人への奉仕等）」は一
定の地位・職務 CGりにおける具体的な課業の遂行（これは既に述べた (p.
36)ように生産用具の使用によって表わされる： Gりを通して得られるが，
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組合活動やサークル活動 CGりもまたそうした経験の場となりうる。一方，
企業内の教育・訓練 CGりは仕事上の経験を深める可能性を与える。
企業にたいする貸し借りの増減 (Ia,lK, 1, Iりは労働者と企業の間の個別． 
主義的な贈与関係であり，主として貢献と地位のやりとりから成っている。•• こ．．． 
の関係の中で労働者は企業における自らの位置を確認し，同時に社会的な認知
をも受けることになる（「同一化と地位」）
最後に「人間関係」の維持・形成にとっては仕事を離れた休憩や食事の時間
CL)が大きな意味をもっている。
ところで， G・I両部門の中の細分類a,g, i, 1に注目すると，たとえ
ば GI(組合活動・サークル活動）は第一次的には G (目標達成）に指向して
いるがL (緊張処理）への指向をも含んでおり，従って「意義ある人生経験」
の場であると共に「人間関係」の維持・形成の場でもあるというような性格を
もつことが分かる。この指向ないし価値の二面性ゆえに Ga,G1, G1, r•, r•, 
Pの六つの活動群はそれぞれ以下のようなジレンマに陥る。
（括弧内のA,G, I, Lは各部門に対応する仕事価値（機能）．すなわちAは市惰!」
及び「時間・エネルギー消費」• Gは「意義ある人生経験」， I は「同一化と地位」• Lは
「人間関係」を表わすo)
G• 一一仕事そのもののやりがいを重視するか(G),収入を重視するか(A)。
GI—地位・職務に伴う課業の遂行を重視するか(G), 肩書きとしての地位・
職務を重視するか(I)。
GI—組合やサークルの活動目標を重視するか (G), メンバーの親睦を重視
するか(L)。
P—企業への貢献からして当然得らるべき地位等の贈与的報酬の水準と現
実に与えられる水準の差が，後者の水準が前者の水準を上回る形で拡大したと
き，それを企業からの「借り」の増加とみてとがめ (guilt)の感情を強めるか
(I), コスト（貢献）対報酬（地位等）でとらえた効率性の増大とみるか(A)。
I• —当然水準と現実水準の差が，前者が後者を上回る形で拡大したとき，
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それを企業への「貸し」の増加とみて緊張あるいは怒り (anger)の感情を強
めるか(I),報酬（＝お返し）を求めない純然たる奉仕の増大とみるか(G)。． 
P-—当然水準が現実水準を上回っていたがその差が縮小したとき， それを
企業への「貸し」の減少とみて緊張あるいは怒りを弱めるか(I),安定的な人間
関係の維持・形成にとってより望ましい状態になったとみるか (L:現任の地
位や職務が当然つくべきだと思っているものに近いほど，そこでの人間関係は
安定的になるであろう。この意味では pも安定化作用をもつが，企業側の水
準引き下げ（降任等： p. 38③ -<t)によって「借り」が減る場合には必ずしも
安定化につながらないと考えられる）。
個々の労働者がこれらのジレンマの中でどのような選択を行なうかは，その
雇用関係において彼がもっている仕事価値のパクーンに依存して決まるであろ
う。一例をあげれば，仕事価値のG成分（意義ある人生経験）を A成分（所
得，時間・エネルギー消費）や I成分（同一化と地位）より重くみる人は，ょ
り高い所得と地位をもたらす閑職への配置転換を断わるかもしれないが， G成
分を全く考慮しない人にとってはこの異動は願ってもないことなのである。
では，経済学に登場する人間の仕事価値のパクーンはいかなるものであり，
上述のジレンマをどう解決しているのであろうか。
5. 「経済人」における雇用——結びにかえて
新古典派的な労働供給理論の教科書的説明で用いられる
U=U (Y, L) (Yは所得， Lは余暇時間）
という効用関数は「経済人」の労働にたいする見方を要約的に表わしている。
上式中のLは総利用可能時間(T)から労働時間(W)を引いた残りであるから，
U=U(Y, L)=U(Y, T......:W)=u(Y, W) 
となり，労働者の効用を決めるのは所得と労働時間の二要因，言い換えると仕
事価値類型のA成分（所得及び時間・エネルギー消費）だけであり， G,I, 
Lの三成分はかかわりをもたないということになる。
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他の要因が変化しないごく短期の所得と労働時間の微調整を問題にしている
場合を除き，この効用関数からイメージされるのは労働あるいは雇用にかんす
る意思決定のさい，仕事そのものの意義や企業との感情的結びつき，職場での
人間関係などを全く考慮しない労働者である。従って，先にあげたようなジレ
ンマははじめから存在せず，活動におけるすべての選択は U=U(Y,L)を極
大にするという単一の基準で行なわれる。雇用の多面的性格にてらせば，この
ような人間像にもとづく分析が大きな有効性をもつとは言い難い。所得と余暇
（労働時間）を変数とする効用関数の極大化はありうべき目標のひとつであっ． 
て，ほかにも相互制約的な多数の目標が併存しているのが現実である。それら
の目標間の関係と目標達成の様式（極大化は目標達成の唯一の様式ではない）. . . 
を明らかにすることは雇用をめぐる人間行動の理解にとって不可欠であるが，
そのためにはまず「経済人」から訣別し，より豊かな人間像をつくりあげなけ. . . . . 
ればならない。本稿はこの「より豊かな人間像」構築へのひとつの試みにほか
ならなかったのである。
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